
施設の管理主体と国庫補助金等（設置 10 年経過後）について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

情報ネットワークセンター・生命の海科学館 

施設の存在意義・補助目的継続の検討 

施設の管理運営方法の決定 

直営 
 

指定管理者制度導入 

補助目的のまま継続 
（センター・科学館存続） 

補助目的の変更 
（変更部分の検討） 

取壊し 他目的への転用 民間への譲渡 

一部 全部 

貸付、譲渡を有償とする場合は補助金の

返還が必要 

貸付、譲渡を有償とする場合及び取壊し

の場合は起債の一括償還が必要 

① 高度で決め細やかな行政サービスの実現 

② 教育・学習の情報化 

③ 産業の情報化支援 

 ④ 情報化普及・情報機器のショールームとしての 

  「生命の海科学館」の活用 

行政目的 その他 

民間への貸付 

業務・運営の改善策についての検討 

本来の用途・目的を妨げない範囲であれば、行政財産の目的外使用を

許可することが可能。（例：ミュージアムショップ、レストラン等） 

廃止条例 

行政財産の貸付 
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